
事業計画
ポ イント セミナ ー

資金調達
失敗しない
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金融機関に伝わる事業計画と資金調達のコツ

といったお悩みはありませんか。
本セミナーでは、金融機関に伝わる事業計画の作り方や、
失敗しない資金調達の進め方について、創業期の事業者にも分かりやすく解説します。

「融資を受けたいけれど、
何から始めればよいのか分からない」
「事業計画書の作り方に自信がない」

●資金調達を検討している方
●事業計画書の作り方を学びたい方
●資金計画や資金繰りの基本を知りたい方
●資金繰りや返済に不安がある方
●設備投資や運転資金の借入を検討している方
●創業間もない方や創業予定の方で、事業計画書の作成や融資申請が初めての方

参加
無料

2026年度大阪府小規模事業経営支援事業
「地域金融連携による経営力向上・交流推進事業」

主催：豊中商工会議所
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お申込み
チラシ裏面

or

WEB
から

豊中商工会議所 4階大会議室

定員

（先着順）

※個別相談会につきましては、当日のご希望される方へご案内いたします。

水

講師
深田税理士事務所 税理士 深田 壽 氏
オフィスなかした中小企業診断士事務所
中小企業診断士 仲下 聖治 氏

個 別 相 談 会 7～8月（仲下先生）開催！ 事前予約制



深田税理士事務所 税理士 深田 壽 氏

ご記入頂いた個人情報は、豊中商工会議所「個人情報保護方針（https://www.ooaana.or.jp/other/privacy/）」に基づき、参加者名簿の作成、出欠確認、および豊中商工会議所・共催
団体からの各種連絡・情報提供のために利用させていただきます。また、参加者名簿は講師に配布することがあります。これについては申込者ご本人の同意を得たものとします。

ＦＡＸ

０６－６８５７－０４７４ 豊中商工会議所 木村　行
ＦＡＸでお送りください。����年�月��日（水）失敗しない資金調達と事業計画のポイントセミナー

所属商工会議所 (〇をつけてください )業種

開業年

年 万円

現在の売上　

借りたい理由今困っていること　

現在の借入の有無
(〇をつけてください )

豊中　　　　　その他　　(一般扱い)

有　　　　　　無

日中連絡がつく番号をご記入ください。

※受講者情報をご記入ください

(フリガナ)
事業所名

(フリガナ)
参加者名

所在地

ＴＥＬ

Ｍａｉｌ

〒　　　　　　ー

(　　　　　　　) ＦＡＸ (　　　　　　　)

※当講座への参加は、参加条件にご了承いただける方に限定させていただきます。

参加条件 参加後アンケートへの回答に協力します。

申込者多数の場合は、大阪府内の中小事業者の受講を優先させていただきます。

コンサルタントや士業等で、本セミナーの趣旨（自社の資金調達・事業計画の検討）と異なる目的での
受講と当所が判断した場合は、受講をお断りする場合がございます。

下記の参加条件にご了承いただき、　をつけてください

０６－６８４５－８００１ 平日 9:00 ～ 17:30お問い合わせ ＴＥＬ豊中商工会議所　担当：木村

オフィスなかした中小企業診断士事務所
中小企業診断士 仲下 聖治 氏
関西の醤油メーカーで営業・商品企画に15年従事後、2013 年に中
小企業診断士取得。震災復興支援や企業再生に携わり、現在は㈱
FMCを運営。豊中・大阪商工会議所や再生支援協議会の専門家とし
て資金繰り・創業支援を行う。好きな言葉は「一隅を照らす」

大阪学院大学大学院を修了後、8 年の税理士事務所勤務を経て、
平成23年1月に独立。
現在は深田税理士事務所代表として、中小企業の税務・資金調
達支援などに従事。
顧問先、顧問先外を除き資金調達案件に取り組んでいる。

直近の決算書（または収支が分かる資料）
借入状況が分かる資料（返済予定表など）
メモ・筆記用具

第1部：資金調達の考え方と金融機関の視点
借入のタイミングと考え方 / 金融機関が見ているポイント

第2部：返済余力と資金繰りの考え方
返済できるかどうかの判断方法 / 返済余力の考え方 / 資金繰りの基本

第3部：資金調達につながる事業計画書の作り方
金融機関に伝わる計画書とは / よくあるNG事例 / 通る計画書の3 つのポイント ➀ なぜ資金が必要か ➁ 借入後どう変わるか ➂ どう返済するか
※大阪府制度融資のご案内等も行います。
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※可能な範囲でご持参ください

持
参
物

事業内容

例）設備が古く、修理費がかさんでいる。
　　売上はあるが手元資金が少なく、資金繰りに不安がある。など

例）設備資金、運転資金など

※直近の確定申告における年間売上高をご入力ください。なお、事業開始
から 1年未満の場合は、直近 1か月の売上高 ( 概算可 ) をご記入ください。


